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写真 1.1 ユニット式の立体自動倉庫ラック 
第 1 章 序論 























図 1.1 本研究で対象とする制振ラックとパレット免震装置 
ａ）制振ラック ｂ）パレット免震装置 
1.2 本研究に関連した既往の研究 
























図 1.2 球面すべり支承を適用した基礎免震に関する研究事例〔1.14〕 
ａ）球面すべり支承の作動原理 ｂ）偏摩擦・偏荷重の振動実験 
第 1 章 序論 



















図 1.3 ラック全体を基礎免震とする方法の模式図 
(a) 床レベルを揃える場合 (b) ラックと作業床に段差がある場合 
図 1.4 機器・床免震システムの事例〔1.15〕〔1.16〕 
1.2 本研究に関連した既往の研究 
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1.2.2 ＴＭＤを用いた制振構造 
高層建物の屋上に設置される TMD は、1990 年頃の研究において、風揺れ対策の技術と
しての報告例えば〔1.17〕がある。例えば、図 1.5 のような転がり振り子を用いた制振装置が提
案され、この TMD は図 1.6に示す鉄骨造の事務所ビルへの適用事例がある。近年では、超
高層建物の長周期地震動への対策としての TMDに関する研究例えば〔1.18〕が報告されている。
















図 1.5 制振装置の提案〔1.17〕 
図 1.6 風揺れ対策として TMD が適用された事例 
第 1 章 序論 








TMD を用いた制振構造の模式図を図 1.7 に示す。立体自動倉庫ラックへの TMD の設置
方法として、木原〔1.6〕らはスタッカークレーンによりラック最上段の荷棚まで制振装置を
楊重した後、作業員の手作業によってラック腕木に装置を固定する乾式の方法を提案して











(b)  TMD の模式図 
(a)  TMD を設置したラック 
1.2 本研究に関連した既往の研究 
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図 1.9 ラック柱脚に履歴系ダンパーを付加する制振構造の模式図 
1.3 研究の目的と方針 
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擦係数は概ね 0.4～0.6 程度のばらつきの範囲内であり、平均有効動摩擦係数は 4 段積みの
場合に 0.2～0.4 であることを実験により確認している。吉田〔1.23〕らは、立体自動倉庫を対
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1.4 論文の構成と概要 





























 第 5 章「立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測」では、制振ラックとパレット免震
を実際の立体自動倉庫ラックに適用した事例について述べる。また、竣工後に開始した地震
応答観測により得られた幾つかの観測データをもとに、適用効果についての分析を行った。 
 第 6 章「結論」では、研究全体を総括する。また、今後の課題と展望について述べる。 
  
第 1 章 序論 
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図 1.11 論文構成 
1.4 論文の構成と概要 













〔1.5〕日本倉庫協会：平成 28 年熊本地震 被害状況、2016.4 
 
〔1.6〕木原幸紀、劉銘崇、寺田岳彦、猿田正明、金子美香：既存の立体自動倉庫を対象と






















第 1 章 序論 
- 14 - 
 
〔1.12〕内本英雄、劉銘崇、磯田和彦、木原幸紀、北村佳久、福喜多輝：傾斜すべり支承を




の水平剛性の評価、日本建築学会技術報告集、第 24 巻 第 58 号、pp.979-984、2018
年 10 月（掲載決定） 
 
〔1.14〕Shigeki OKAMURA、Satoshi FUJITA、Kunio HAYAKAWA、Hidetaka FUNAKI、
Masayoshi IKENAGA、Teruo ARAMIZU：Study on Motion Analysis of Friction Pendulum 
Isolation Systems During Earthquakes (Dynamic Test on a 3-storey Steel Frame Model 


























- 15 - 
 
〔1.21〕木原幸紀、劉銘崇、寺田岳彦、猿田正明、金子美香：既存の立体自動倉庫を対象と

































第 1 章 序論 
- 16 - 
 
〔1.31〕安川真知子，高木政美, 北村春幸，佐藤大樹，佐藤利昭：自動ラック倉庫におけ
る多段積荷のすべり落下挙動に関する一考察、日本建築学会構造系論文集 第 82 巻 












































第 2 章 立体自動倉庫ラックを対象とした地震対策に関する解析的検討 
 















写真 2.1 立体自動倉庫ラック 
図 2.1 制振ラックの構造モデルと制振装置 



















図 2.2 一般的なラックの構造 
図 2.3 耐震ラックと制振ラックの構造モデル 
 














(a) 耐震ラック（非制振） (b) 制振ラック 
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制振と非制震の解析モデルを図 2.5 に示す。解析は、柱脚が固定された片側 1 質点の固有




















r1 r2Q Q r1 r2Q Q
 r r1 r2Q Q Q 
 r1 r2Q Q
 dfix dfixQ Qd dfix dfreeQ Q Q





 r r1 r2Q Q Q
 d dfix dfreeQ Q Q
 dfix dfixQ Q
d dfix dfreeQ Q Q
 ：柱とトップビームの剛性比（kb / kc） 
：片側の 1 質点モデルの固有周期 




 To  To
図 2.4 質点系モデル 
図 2.5 制振と非制振の解析モデル 
2.2 ラック全体を対象とした制振ラック 
 











(c) αk と最大負担せん断力比 
図 2.6 片側の柱脚が滑動する制振構造の応答特性 
～ ランダム波、500cm/s2入力 ～ 
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To = 0.3[s]
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応答増加
 Qd/Qr   Qdfix/(Qr/2) 
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応答増加
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         0.5[s]
         0.3[s]
h=0.1 以上で変位抑制効果が高い 
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の関係は、下部の質量を固定した場合に固有周期が T = 1.0s となるように調整した。 
TMD モデルは、主系（m1、kT1）に適切な質量と剛性および減衰を有する従系（m2、kT2、
cT2）を直列に取り付けて、振動時の主系と従系が逆方向に作動することにより、主系の振動
を抑制する方法である。制振モデルでは、質量 D および CD 間の剛性は既定であり、調整
可能な部分は減衰力である。TMD モデルでは、従系に取り付ける減衰力は主系の質量と繋













 各質点の質量   m = 1000 kg 
 AB 間、CD 間のばね定数  K1 = 394.786 N/cm 
AB または CD の固有周期  T1 = 1.0s 


























制振モデル 制振モデル（本検討に使用） TMD モデル 







- 23 - 
 
TMD モデルの諸元 
 各質点の質量  m1 = 900 kg 、m2 = 100 kg 
 主系と従系の質量比 μ= m2 / m1 = 0.111 
主系の固有周期  T1 = 1.0s 、ω1 = 2π 、KT1 = 355.304 N/cm 
主系の減衰係数  h = 0.01 
 
TMD モデルの最適な主系と従系の角振動数比（α）、最適な従系の減衰比（ςa）を用いて










𝜍௔ ௢௣௧ = ඨ
𝜇(4 + 3𝜇)
8(1 + 𝜇)(2 + 𝜇)




 αopt = 0.925 、ω2 = 1.85π 、T2 = 1.081s 、KT2 = 33.784 N/cm 
 ςa opt = 0.160 、CT2 = 1.863 N/cm/s 
 
TMD モデルについて、従系が振動特性を調整する効果を確認するため、応答解析を実施
した。従系の減衰定数を最適値の 2.0 倍および 0.5 倍とした場合について、主系の応答加速
度と入力加速度とのフーリエ振幅比を比較する。解析結果（TMD モデル）を図 2.8に示す。
最適値を採用した TMD モデルのフーリエ振幅比は、主系の固有周期で谷をつくる二山の形




















図 2.8 解析結果（TMD モデル） 
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振モデルに付加するダンパーの減衰係数を hd = 0.2、hd = 0.3、hd = 0.4 と変化させ、正弦波を
入力することで制振モデルの応答特性について検討した。入力した正弦波の最大加速度は
100cm/s2 とし、T = 0.5s から T = 3.0s までの解析を行った。加速度応答倍率、変位応答倍率、
ばねのせん断力およびダンパーの減衰力に関する解析結果を図 2.9～図 2.12 に示す。加速
度応答倍率に着目すると、付加減衰が hd = 0.2 の場合は質点 B+C、質点 D ともに固有周期
である T2 = 0.765s、T1 = 1.848s 付近の 2 ヶ所において大きな応答を示した。質点 D につい
ては、付加減衰量を増加させると応答が低下する。質点 B+C については付加減衰量を増加
することにより T1 = 1.848s 付近の応答は低下し、T = 1.0s 付近の応答は大きくなる。変位応
答倍率に着目すると、質点 B+C では付加減衰量の増加により応答のピークが T = 0.8s 付近
から T = 1.0s 付近に移動し高くなる。質点 D では付加減衰量の増加により応答のピークが















































図 2.9 正弦波の周期と加速度応答倍率との関係 
図 2.10 正弦波の周期と変位応答倍率との関係 






























(a) 質点 B+C の加速度応答倍率 (b) 質点 Dの加速度応答倍率 
(a)  質点 B+C の変位応答倍率 (b) 質点 Dの変位応答倍率 
2.2 ラック全体を対象とした制振ラック 
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せん断力に着目すると、AB 間および CD 間のせん断力はそれぞれ質点 D および質点 B+C
の加速度応答倍率に類似している。 
ダンパーの減衰力に着目すると、付加減衰量の増大により可動側ローラーの動きが鈍く







































図 2.11 正弦波の周期とばねに作用するせん断力との関係 
図 2.12  正弦波の周期とダンパーに発生する減衰力との関係 


















(a) AB間のばねに作用する水平力 (b) CD間のばねに作用する水平力 
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𝑚ଵ(?̈?ଵ + ?̈?଴) + 𝑐ଵ ∙ ?̇?ଵ + 𝑘ଵ ∙ 𝑦ଵ − {𝑐ଶ(?̇?ଶ − ?̇?ଵ) + 𝑘ଶ(𝑦ଶ − 𝑦ଵ)} = 0 
𝑚ଶ(?̈?ଶ + ?̈?଴) + 𝑐ଶ(?̇?ଶ − ?̇?ଵ) + 𝑘ଶ(𝑦ଶ − 𝑦ଵ) + 𝑐ௗ ∙ ?̇?ଶ = 0 
 
整理すると 
𝑚ଵ ∙ ?̈?ଵ − 𝑐ଶ ∙ ?̇?ଶ + (𝑐ଵ + 𝑐ଶ) ∙ ?̇?ଵ − 𝑘ଶ ∙ 𝑦ଶ + (𝑘ଵ + 𝑘ଶ) ∙ 𝑦ଵ = −𝑚ଵ ∙ ?̈?଴ 








𝑐ଵ + 𝑐ଶ −𝑐ଶ
−𝑐ଶ 𝑐ଶ + 𝑐ௗ
ቃ ∙ ൜?̇?ଵ?̇?ଶ




= − ൤𝑚ଵ 00 𝑚ଶ
൨ ∙ ቄ11ቅ ∙ ?̈?଴ 
 
ここで、解をモードの集合とすると 
{𝑦} = ෍൛ 𝑢௦ ൟ ∙ 𝑞(𝑡)௦
ே
௦ୀଵ
= [𝑈] ∙ {𝑞} 
 
代入すると 
[𝑀] ∙ [𝑈] ∙ {?̈?} + [𝐶] ∙ [𝑈] ∙ {?̇?} + [𝐾] ∙ [𝑈] ∙ {𝑞} = −[𝑀] ∙ {1} ∙ ?̈?଴ 
[𝑈]் ∙ [𝑀] ∙ [𝑈] ∙ {?̈?} + [𝑈]் ∙ [𝐶] ∙ [𝑈] ∙ {?̇?} + [𝑈]் ∙ [𝐾] ∙ [𝑈] ∙ {𝑞} = −[𝑈]் ∙ [𝑀] ∙ {1} ∙ ?̈?଴ 
{?̈?} +
[𝑈]் ∙ [𝐶] ∙ [𝑈]
[𝑈]் ∙ [𝑀] ∙ [𝑈]
∙ {?̇?} +
[𝑈]் ∙ [𝐾] ∙ [𝑈]
[𝑈]் ∙ [𝑀] ∙ [𝑈]
∙ {𝑞} = −
[𝑈]் ∙ [𝑀] ∙ {1}
[𝑈]் ∙ [𝑀] ∙ [𝑈]
∙ ?̈?଴ 
 
ここで、内部粘性減衰は 1 次モードの減衰定数を h1= 0.01 とし、2 次モードの減衰定数は
振動数に比例すると仮定して、上記の式に制振モデルの値を代入する。 
 











 ω1 = 3.400 、ω2 = 8.209 、 c1 = c 2 = 2.324 N/cm/s 
 
減衰係数、ばね定数に重力加速度を乗じて代入すると以下のマトリックスとなる。 
[𝑈]் ∙ [𝑀] ∙ [𝑈] = ቂ4000 00 4000ቃ 
[𝑈]் ∙ [𝐶] ∙ [𝑈] = ቂ272.0 00 1585.5ቃ 
[𝑈]் ∙ [𝐾] ∙ [𝑈] = ቂ46251.6 1.51.5 269574.4ቃ 
 
ここで、s 次モードの減衰定数 hsを以下の式で定義すると、マトリックス[U]T[M][U]に
おける 2 次モードの減衰定数は、h2 = 0.024 に相当する。 









   β1 = 0.854 、β2 = 0.146 
 
地震動に対するベースシアー応答に関して等価質量を以下の式から求める。 
𝑀ഥ = 𝛽 ∙ ൛ 𝑢௦ ൟ
்
∙ [𝑀] ∙ 𝛽௦ ∙ ൛ 𝑢௦ ൟ௦௦  
   𝑀ഥଵ =   2914.218 kg 、 𝑀ഥଶ = 85.791 kg 
 




𝑚ൗ = 𝜔ଶ 
𝑐 ∙ 𝑔
𝑚ൗ = 2 ∙ h ∙ ω 
よって、 
 k = 336.878 N/cm 、 Cd = 19.819 N/cm/s 
 
[𝑈]் ∙ [𝐶] ∙ [𝑈] = ቂ 4235.8 −3963.7−3963.7 5549.2 ቃ 
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hd = 0.10 の付加減衰を与えることにより 1 次モードに対しては h1 = 0.156、2 次モードに
対しては h2 = 0.084 の減衰定数となっている。ただし、対角項以外にも数値が入り、1 次モ
ード、2 次モードの応答は相互に作用することとなる。 
付加減衰量の増加により 1 次の固有周期付近の応答は小さくなるが、2 次の固有周期付近
の応答値は大きくなっていた。この状況を調べるため付加減衰量を hd = 0.20、hd = 0.25、hd 
= 0.30、hd = 0.35、hd = 0.40 と変化させて再度正弦波を入力して検討を行った。 
 周期と加速度応答倍率との関係を図 2.13に示す。付加減衰量の増加につれて加速度応答
倍率は大きくなり、最大値となるピークの周期は長くなっている。付加減衰量の増加は質点
D の運動を阻害するため、質点 A および質点 D を固定とする構造に近づいているものと推
察される。ピークの点について付加減衰と加速度応答倍率との関係を図 2.14に示す。加速




















図 2.13 周期と加速度応答倍率との関係 
図 2.14 付加減衰と加速度応答倍率との関係 



































































の関係を図 2.16 に示す。内部粘性減衰は付加減衰に比べて小さいため無視すると、1 次固
有周期での加速度応答倍率と 2 次固有周期付近での加速度応答倍率を等しくする付加減衰
量が求める最適な付加減衰量となる。今回のケースでは、付加減衰量が hd = 0.275 にて 1 次
























図 2.15 振動数比（p /ω）と加速度応答倍率との関係 
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求めた付加減衰量 hd = 0.275 より付加減衰係数 Cd = 54.496 N/cm/s を定め、改めて正弦波
入力による制振モデルの応答特性を検討した。正弦波入力による定常応答を図 2.17に示す。 
 質点 B+C において 1 次および 2 次固有周期付近での加速度応答倍率は、概ね同じ値を取





















図 2.16 付加減衰と加速度応答倍率との関係 
図 2.17 正弦波入力による定常応答 






























(a) 加速度応答倍率 (b) 位相差 
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2.2.4 TMD との制振効果の比較 
 本研究において提案する制振モデルの応答低減効果を確認するため、片持ち柱の頂部に
質点 B を設けた非制震モデル、従系の質量を総質量の 10%とした TMD モデル、制振モデル
（本研究において提案）を対象とした地震応答解析を行った。解析モデルの内部粘性減衰は、
h1 = 0.01 として 1 次の固有円振動数に比例すると仮定した。 
入力地震動は、気象庁、および防災科学技術研究所の強震観測（K-NET）により得られた
表 2.1 に示す 3 波とした。解析に用いる入力波は、それぞれの地震で得られた水平方向の
最大加速度が大きい方向の成分とした。入力加速度レベルは、原波の 1/5 とした。減衰定数


































































表 2.1 入力地震動の概要 
図 2.18 入力地震動の速度応答スペクトル 
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 最大加速度および解析モデルのばねに発生した最大せん断力について解析結果の一覧を
表 2.2と図 2.19に示す。最大応答加速度については、制振モデルにおける質点 B+C および
質点 D は、非制振モデルに比べて 24%～38%に低減できた。また、TMD モデルにおける主
系では 34%～66%程度であった。最大せん断力については、制振モデルにおける AB 間およ
び CB 間は非制震に比べて 25%～47%に抑えられた。TMD モデルにおける主系では 33%～
61%であった。制振モデルおよび TMD モデルともに、入力波の特性により制振効果に違い
が見られる。K-NET 白河は短周期成分を多く含むため、減衰を付加するだけの TMD モデ
ルにおいても応答が大幅に低下している。神戸海洋気象台および K-NET 小千谷では TMD
モデルの最大加速度並びに最大せん断力ともに非制振モデルの 60%程度の値となっている。 
 制振モデルでは、減衰の調整により共振点が見られなくなり、最大加速度は非制振モデル
の 40%程度、最大せん断力は非制振モデルの 45%程度となっている。 
 
 
項目 入力波 制振モデル TMD モデル 非制振モデル 
最大加速度 
(cm/s2) 
神戸海洋気象台 151 / 128 (38.4%) 
261 
(66.4%) 393 
K-NET 小千谷 119 / 107 (32.8%) 
217 
(59.8%) 363 





神戸海洋気象台 1697 / 1451 (43.1%) 
2391 
(60.8%) 3932 
K-NET 小千谷 1686 / 1392 (46.5%) 
2068 
(57.0%) 3628 
K-NET 白河 608 / 539 (25.4%) 
785 
(32.8%) 2393 
注）上段／下段：質点 B+C／質点 D または AB 間／CD 間 
 
  


























































図 2.19 非制振モデルに対する制振モデルと TMDモデルの最大応答値の比率 
(a) 最大加速度応答の比率 (b) 最大せん断力の比率 
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制振モデルについて応答加速度とせん断力の時刻歴波形を図 2.20 に示す。また、質点 B
および質点 D における加速度についてフーリエスペクトル並びに入力加速度に対するフー
リエスペクトル比を図 2.21並びに図 2.22に示す。加速度波形では質点 B+C と質点 D との
間に、ばねに生じるせん断力の波形では AB 間と CD 間にそれぞれ位相差が生じており、応
答を打ち消しあっていることが分かる。質点 B＋C でのフーリエスペクトルは T = 0.8～0.9s 
付近で大きな振幅が見られるが、フーリエ振幅比を見ると 2 次固有周期付近のピークと 1 次
固有周期のピークの値は概ね等しく、意図したように二山を形成している。また、質点 D で
の 1 次固有周期のピークの値もほぼ等しくなることがわかった。 
 
  
図 2.20 応答加速度及びせん断力の時刻歴波形 
～ 制振モデル、神戸海洋気象台、NS成分 ～ 
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図 2.21 フーリエ振幅およびフーリエ振幅比（質点 B+C） 
図 2.22 フーリエ振幅およびフーリエ振幅比（質点 D） 
(a) フーリエ振幅 (b) フーリエ振幅比 
(a) フーリエ振幅 (b) フーリエ振幅比 
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べりを考慮するにあたって、静摩擦係数を 0.3、動摩擦係数を 0.2 とした〔2.5〕。また、パレ






 図 2.23 解析モデルの概要 
等価せん断ばねモデル（制振ラック）立 体モ デル
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14 19.01   87.6   20.8   0.0      
13 17.59   211.2   24.6   1050.0      
12 16.32   120.9   27.8   1050.0      
11 15.20   146.5   24.8   1050.0      
10 13.91   133.8   25.0   1050.0      
9 12.46   219.1   23.8   1050.0      
8 11.01   246.7   18.3   1050.0      
7 9.49   221.8   24.9   1050.0      
6 8.04   248.8   35.8   1050.0      
5 6.52   221.8   41.0   1050.0      
4 5.07   248.8   49.8   1050.0      
3 3.55   203.5   73.3   1050.0      
2 2.10   235.6   126.9   1050.0      
1 0.58   104.7   239.3   1050.0      
 表 2.3 解析モデルの諸元（片側ラックあたり） 
写真 2.2 解析モデルで想定した制振装置 
2.2 ラック全体を対象とした制振ラック 
 







クでは、原波の加速度を 1/5 にした入力波においてパレットと腕木のずれは最大で 8.9 cm 発
生し、原波を入力した場合には 50 cm に達して落下するものがあった。原波レベルを入力し
た場合、すべての解析ケースにおいてパレットと腕木の間に断続的なすべりが生じた。その
結果、パレットのすべりと共にエネルギー消費が発生するため、制振ラックに対する応答加
速度の増幅は、原波の 1/5 レベルを入力した場合よりも小さくなったと推察される。 







※ ( )内は発生した地震波を示す 
 原波の 1/5 原波 
制振 非制振 制振 非制振 
パレットずれ量 0.3 cm 8.9 cm 44.4 cm 落下 
（白河） （神戸） （神戸） （神戸） 
柱の最大せん断力 17.8 kN 26.9 kN 47.2 kN 51.6 kN 
（神戸） （神戸） （神戸） （神戸） 
制振ユニット変位 5.0 cm － 16.3 cm － 
（小千谷） （神戸） 
制振ユニット速度 25.8 cm/s － 77.7 cm/s － 
（神戸） （神戸） 
制振ユニット抵抗力 10.3 kN － 31.1 kN － 
（神戸） （神戸） 
表 2.4 最大応答値 
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 図 2.24 制振・非制振フレームの応答分布 
（原波の 1/5 レベルを入力波とした解析） 
(a) 神戸海洋気象台〔NS成分〕 
(b) K-NET 小千谷〔EW 成分〕 



















































































































































































































 図 2.25 制振・非制振フレームの応答分布 
（原波レベルを入力波とした解析） 
(a) 神戸海洋気象台〔NS成分〕 
(b) K-NET 小千谷〔EW 成分〕 
(c) K-NET 白河〔 NS 成分〕 
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図 2.26 パレット免震装置の機構 




- 41 - 
 
2.3.2 免震装置の復元力特性 
免震装置の復元力特性を図 2.28 に示す。また、1 質点系モデルの概念を図 2.29 に示す。
免震装置が滑動している場合の傾斜軸に沿った運動方程式は次式で表される。 
 







Q :  m(z z g)sin  
x
x x
Q :  m (z z g)cos  (x x )sin  
x x




   




















   




o k fmx cos Q Q           (2) 





















(a) 復元力   (b) 摩擦力   (c) 復元力＋摩擦力 
図 2.28 傾斜軸に沿った免震装置の復元力特性 
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図 2.28(a)より、傾斜による復元力は、免震装置の水平変位の符号が切替わるところで不
連続となる。そのため、地震応答解析では、便宜的に免震装置の水平変位が    (ここ















 gzzm o  
om(z z g)cos   

fQ
om(x x )sin  
om(x x ) 
om(x x )cos  
om (z z g) sin   
図 2.29 １質点系モデル 
図 2.30 免震装置の周期特性 
























速度は 200cm/s2 以下、かつ汎用的なパレットサイズである平面 100cm×100cm に免震装置
を納めることを想定し、最大応答変位は 25cm 以下とすることを目標性能とした。 
実機の免震装置に採用するすべり材の傾斜角と摩擦係数を把握するために、地震応答解
析による検討を行った。解析モデルは、積荷とパレット間、パレットと免震装置間ではすべ
りが生じない 1質点系モデルとし、質点の質量を 700kg とした。解析パラメータは、免震装
置の高さを抑制しながら目標性能を満足するために、すべり材の傾斜角を 2/100～5/100 と
し、すべり材の摩擦係数を 0.03～0.10 とした。入力地震動は、気象庁および防災科学技術研







震装置のすべり材の傾斜角を 5/100 以下、摩擦係数を 0.07 以上とすることで、想定する目
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 =0.03    =0.05    =0.06 
 =0.07    =0.08    =0.10 



















 =0.03    =0.05    =0.06 
 =0.07    =0.08    =0.10 
（a） 最大応答加速度(白河波) 
（b） 最大応答変位(小千谷波) 
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変位と残留変位の分布を図 2.33に示す。免震装置のない棚は、CASE1 において 9～10 段目





図 2.33 免震装置の配置とパレット応答変位の関係 
（神戸海洋気象台、NS成分、700cm/s2） 








11 624.0 47.0 23.8
10 544.0 435.1 31.8
9 482.5 430.3 39.5
8 431.0 428.3 41.6
7 379.5 428.3 44.5
6 328.0 443.2 40.8
5 266.0 428.2 57.0
4 214.5 428.3 68.2
3 163.0 428.3 87.3
2 111.5 428.3 127.6
1 60.0 447.0 247.7
質点 高さ 質量 等価剛性
表 2.5 解析モデルの諸元（ラック片側あたり） 
2.4 まとめ 
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ラックの部材リストを表 3.1に示す。実験に用いたラックは、高さ 10 段、奥行き方向 4 連
のラックが積荷の搬入スペースを挟んで一対の構造となっており、一般的なラックに使用
されている部材を用いている。ラックは、計 80 個の積荷を収納できる腕木を有しており、
積載物として 100 kg/個の鋼板をボルトで腕木に固定した。 
  
写真 3.1 振動台実験の状況 
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部材 サイズ ( mm ) 材質 
柱 □‐50×50×2.3 STKR400 
腕木 L‐30×30×3 SS400 
トップビーム C‐75×45×15×2.3 SSC400 
ラチス 27.2φ×2.3 STK400 




表 3.1 ラックの部材リスト 
図 3.1 ラックの形状と計測点 
 正面   搬出入側  
62
85

















写真 3.2 変位計の設置状況（可動側ラック柱脚の応答変位） 
変位計 
写真 3.3 加速度計の設置状況（積載物の応答加速度） 
加速度計 
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振動台実験において、制振ユニットを組み込んだ制振ラックと、転がり支承を治具で固定
した非制振ラックの 2 種類の実験が行えるラックを製作した。制振ユニットには、5 基の転
がり支承と粘性ダンパーが取り付けられている。転がり支承の摩擦係数は、製品（リニアガ
イド HSR-30A）の仕様から 0.006 である。粘性ダンパーは、転がり支承の直線的な動きを回
転運動に変換し、減衰力を発揮する。制振ユニットを図 3.2に、1 基あたりの粘性ダンパー




図 3.2 制振ユニット 
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実験は、4〔m〕×4〔m〕の最大積載量 60〔ton〕、水平方向の最大振幅±125〔mm〕、鉛直
方向の最大振幅±75〔mm〕、最大加速度 3G の 3 次元振動台（株式会社奥村組技術研究所）
を使用した。振動台の透視パースを図 3.5に、振動台の外観を写真 3.4に示す。また、振動

















表 3.2 振動台の性能 
図 3.5 振動台の透視パース 
写真 3.4 振動台の外観 
3.2 小型ラックの振動台実験（フェーズⅠ） 





図 3.6 振動台の加振限界線図（正弦波、単軸加振時） 
(a） 水平 X、Y軸加振限界線図 
(b） 垂直 Z軸加振限界線図 
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クでは原波（K-NET 白河における観測データの NS 成分 1295cm/s2）、もしくは原波を再現で
きない地震波に対しては振動台で加振できる最大レベル（神戸海洋気象台における観測波
データの NS 成分 500cm/s2、エルセントロにおける観測データの NS 成分 550cm/s2）を上限
とした。また、ラックの振動特性を確認するためにランダム波（周期帯 0.02 秒～5.00 秒、
最大加速度 200cm/s2）による加振を行った。 
  
表 3.3 加振ケース 
加振方向 最大加速度【振動台軸】
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振動台実験に使用した 3 つの観測波とランダム波について、X 方向（NS 成分）の入力加
速度が最大となる加振ケース時の等価減衰 5％時の加速度応答スペクトルを図 3.7 に示す。
また、ランダム波と代表的な各加振波の時刻歴波形を図 3.8～図 3.11 に示す。それぞれの
入力目標値は、ランダム波については 200cm/s2、神戸海洋気象台についてはNS成分 500cm/s2、
EW 成分 375cm/s2、UD 成分 200cm/s2、エルセントロについては NS 成分 550cm/s2、UD 成分
























図 3.7 加振波の加速度応答スペクトル（等価減衰 5％） 













図 3.8 ランダム波（X方向、入力目標値：200cm/s2） 
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図 3.9 入力地震動に使用した神戸海洋気象台の加振波 
（入力目標値：NS成分 500cm/s2、EW成分 375cm/s2、UD成分 200cm/s2） 
(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c) 加速度 UD成分〔Z方向〕 






























(a) 加速度 NS成分〔X成分〕 
(b) 加速度 UD成分〔Z成分〕 
図 3.10 入力地震動に使用したエルセントロの加振波 
（入力目標値：NS成分 550cm/s2、UD成分 330cm/s2） 
3.2 小型ラックの振動台実験（フェーズⅠ） 




図 3.11 入力地震動に使用した K-NET 白河の加振波 
（入力目標値：NS成分 1296cm/s2、EW 成分 949cm/s2、UD成分 441cm/s2） 













































(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c) 加速度 UD成分〔Z方向〕 
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図 3.12 非制振ラックとダンパー基数の異なる制振ラックのフーリエスペクトル比 
（ランダム波、X方向、200cm/s2加振） 
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ランダム波 200cm/s2 加振時の振動台入力に対するラック固定側の最上段（10 段目）応答
加速度について、非制振ラックとダンパー基数の異なる制振ラックのフーリエスペクトル
比を図 3.13に示す。制振ラック（ダンパーあり）の実験は、転がり支承（計 5 列）に対し
て 1 列に 1 基の粘性ダンパ （ー計 5 基）を取り付けた状態を標準として実施した（前述の写
真 3.1参照）。実験では、積載物の配置を①全ての棚に積載、②片側（制振ラックの柱脚固
定側）の棚に積載、③上半分の棚に積載、④積載なしとした。非制振ラックの 1 次固有周期




図 3.13 積載条件の異なる非制振ラックと制振ラックのフーリエスペクトル比 
     （制振ラック：ダンパー5基、ランダム波、X方向、200cm/s2加振） 
 
 







              　　　　　    制 振  非制振
全ての棚に積載        
上半分の棚に積載      












0.13 秒 0.39 秒 
積載なし 全ての棚に積載 
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 図 3.14 制振ラックと非制振ラックの最大応答加速度 
3.2 小型ラックの振動台実験（フェーズⅠ） 
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次に、神戸海洋気象台の観測波（NS 成分、200cm/s2）を入力した場合について、制振ラッ




 図 3.15 制振ラック・非制振ラックの時刻歴応答波
（神戸海洋気象台、NS成分、200cm/s2加振、全ての棚に積載） 

























































1500 peak : 制振   326.0cm/s
2     非制振   1271.9cm/s2 
peak : 制振   268.0cm/s2     非制振   638.1cm/s2 
: 

















 制振  非制振
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写真 3.5 腕木に固定された鋼板の上に段ボール箱を置いた実験 
（神戸海洋気象台、NS成分、200cm/s2加振） 
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3.2.5 ２方向、および３方向加振の影響 
制振されている方向（X 軸）の 1 方向加振に対して、直交方向や鉛直方向を同時に入力す
る 2 方向加振（XY 軸）、および 3 方向加振（XYZ 軸）が、間口方向の応答に与える影響を
把握するための実験を行った。制振ラックについて、加振方向の違いによる間口方向の応答
を比較したものを図 3.16に示す。非制振ラックにおいて入力加速度レベルが最も大きい東
北地方太平洋沖地震の白河波を、NS 成分の最大加速度 400cm/s2 で基準化した入力波（EW































固定側 可動側非制振 非制振 
制振 制振 
（K-NET 白河、NS 400cm/s2、EW 293cm/s2、UD 136cm/s2） 
図 3.16 加振方向の違いによる間口方向の応答比較 
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れたモデルである。CASE3 は荷棚の上半分に積載物があり、制振ラックとしての 1 次固有






65％以下に低減された。CASE2 と CASE3 に着目すると、積荷の配置が CASE1 に比べてア
ンバランスであることから、固定側と可動側で応答加速度の低減効果に差が生じている。ま





図 3.17 積載物の配置パターン 
積載 積載 
積載 
積載 空荷 空荷 
積載 
3.2 小型ラックの振動台実験（フェーズⅠ） 
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 図 3.19 解析モデルの概要 
(a) 立体モデル (b) 等価せん断ばねモデル（制振ラック） 
3.2 小型ラックの振動台実験（フェーズⅠ） 







固定側 可動側 固定側 可動側 固定側 可動側
11 624.0 47.0 47.0 47.0 47.0 47.0 47.0 17.7
10 544.0 435.1 435.1 435.1 35.1 435.1 435.1 23.6
9 482.5 430.3 430.3 430.3 30.3 430.3 430.3 29.4
8 431.0 428.3 428.3 428.3 28.3 428.3 428.3 31.0
7 379.5 428.3 428.3 428.3 28.3 428.3 428.3 33.1
6 328.0 443.2 443.2 443.2 43.2 443.2 443.2 30.3
5 266.0 428.2 428.2 428.2 28.2 28.2 28.2 42.4
4 214.5 428.3 428.3 428.3 28.3 28.3 28.3 50.8
3 163.0 428.3 428.3 428.3 28.3 28.3 28.3 65.0
2 111.5 428.3 428.3 428.3 28.3 28.3 28.3 94.9










































（a） 粘性ダンパー (b) 転がり支承 
図 3.20 制振ユニットのモデル化 
表 3.4 解析モデルの諸元 
第 3 章 制振ラックの振動台実験とシミュレーション解析 


















解析 0.38 0.23 0.14
実験 0.39 0.12 0.08
解析 0.32 0.14 0.09
実験 0.29 0.07 0.04
解析 0.37 0.21 0.11
実験 0.36 0.09 0.05
解析 0.96 0.30 0.19
実験 0.94 0.27 0.09
解析 0.45 0.21 0.13
実験 0.43 0.21 0.07
解析 0.71 0.25 0.13
実験 0.67 0.21 0.07
※ 1) フル積載
※ 2) 固定側フル積載、可動側錘なし















































































図 3.21 解析モデルと実験値の固有モードの比較（CASE1：全ての荷棚に積載） 
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 解析　  実験
1 次
u u
図 3.22 解析モデルと実験値の固有モードの比較（CASE2：片側ラックに積載） 
3.2 小型ラックの振動台実験（フェーズⅠ） 

























































 解析　  実験
1 次
u u
図 3.23 解析モデルと実験値の固有モードの比較（CASE3：上半分に積載） 
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積載物の配置パターンが異なるケース（CASE1、CASE3）について、シミュレーションと
実験結果を可動側ラックで比較したものを図 3.24 に示す。エルセントロ波（NS 成分、
















































































































































2 ]  実験　  解析
(a) 全ての荷棚に積載物がある場合 
― 積載物の配置 CASE1 ― 
(b) 荷棚の上半分に積載物がある場合 
― 積載物の配置 CASE3 ― 
図 3.24 振動台実験とシミュレーションの比較 
（エルセントロ、NS 成分、X方向、550cm/s2加振） 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 
















写真 3.6 制振ラックの振動台実験 
  （リニアガイド＋オイルダンパーの場合） 
パレットの荷姿 
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部材 サイズ ( mm ) 材質 
柱 □‐50×50×2.3 STKR400 
腕木 □‐50×30×2.3 STKR400 
トップビーム C‐75×45×15×2.3 SSC400 
ラチス 27.2φ×2.3、34.0φ×2.3 STK400 
軸ブレース M16 SS400 
 
  
表 3.6 部材リスト 
(a)間口方向立面図 (b) 間口直交方向立面図 




















写真 3.7 変位計の状況（可動側ラック柱脚） 
変位計 
写真 3.8 加速度計の状況（ラック） 
加速度計 
ロードセル 
写真 3.9  ロードセルの状況（ダンパー） 
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3.3.2 制振装置の概要 
 制振装置のパラメータを表 3.7 に示す。支承には、転がり支承（以下、RB）とすべり支
承（以下、SB）、減衰材にはオイルダンパー(以下、OD)と増幅機構付きダンパー(以下、RDT)
を用い、RB、RB+OD、RB+SB+OD、RB+RDT の 4 ケースに加え、非制振ラックとして、
支承材を治具で固定した計 5 ケースとした。制振ラックに使用した制振装置を写真 3.10に
示す。ここで、RB は一方向のみに可動するリニアガイドで、摩擦係数は製品（リニアガイ
ド HSR45A）の仕様により 0.0065 である。また、SB はラックの柱脚に設けるレベル調整材
の下に、すべり材、すべり板を設けた簡易な構造であり、摩擦係数は材料試験から概ね 0.05
である。既存のラック柱脚に容易に設けることが可能であるが、間口方向に加え、間口直交





表 3.7 制振装置のパラメータ 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 


























図 3.26 オイルダンパーと増幅機構付きダンパーの減衰特性 
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図 3.27 通常のラック柱脚とすべり支承の詳細 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 
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3.3.3 加振ケース 










【振動台軸】  （ cm/s2 )
NS 【X】 50, 100, 150, 250, 300【X】
NS・UD 【XZ】








































表 3.8 加振ケース 
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振動台実験に使用した 4つの観測波とランダム波について、X 方向（NS 成分）の入力加
速度が最大となる加振ケース時の等価減衰5％時の加速度応答スペクトルを図3.28に示す。
また、代表的な各加振波の時刻歴波形を図3.29～図3.33に示す。それぞれの入力目標値は、
ランダム波については 100cm/s2、神戸海洋気象台については NS 成分 150cm/s2、EW 成分
113cm/s2、UD 成分 60cm/s2、益城町については EW 成分 200cm/s2、NS 成分 172cm/s2、UD 成
分 92cm/s2、エルセントロについては NS 成分 340cm/s2、K-NET 白河については NS 成分
650cm/s2、ランダム波については 100cm/s2 を示している。 
  
図 3.28 加振波の加速度応答スペクトル（等価減衰 5％） 











































図 3.30 入力地震動に使用した神戸海洋気象台の加振波 
（入力目標値：NS成分 150cm/s2、EW成分 113cm/s2、UD成分 60cm/s2） 



















































(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c) 加速度 UD成分〔Z方向〕 













図 3.31 入力地震動に使用したエルセントロの加振波 
（入力目標値：X方向、加速度 NS成分 340cm/s2） 
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図 3.32 入力地震動に使用した K-NET 白河の加振波 
（入力目標値：X方向、NS 成分 650cm/s2） 







































(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c)加速度 UD 成分〔Z方向〕 
図 3.33 入力地震動に使用した益城町宮園の加振波 
（入力目標値：EW成分 200cm/s2、NS成分 172cm/s2、UD成分 92cm/s2） 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 





（5 段目）応答加速度のフーリエスペクトル比を図 3.34に示す。1 次固有周期は、柱脚が固
定された非制振ラックでは 0.40 秒であるのに対し、片方の柱脚が水平移動する制振ラック
（RB、ダンパーなし）では 0.87 秒となった。可動側の柱脚に設けた RB が滑らかに水平移
動することで、ラック全体の１次固有周期は概ね 2.2 倍長くなった。また、減衰材を付加し
た制振ラック（RB+OD、RB+SB+OD）のフーリエスペクトルを見ると、非制振ラックおよ
び、RB のみの 1 次固有周期近傍の振幅を低減している。なお、制振ラック（RB+RDT）は、
RDT の摺動抵抗が高く、ランダム波の加振において可動側の柱脚に設けた RB が作動しな
かったことから非制振ラックの場合と同等であった。  























Fourier Amplitude (t=0-32s, parz.=0.1Hz)
0.40s
図 3.34 フーリエスペクトル比（ランダム波、X方向、200cm/s2加振） 
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上の場合で 20%程度の低減に留まった。  
 
  































図 3.35 制振ラックと非制振ラックの比較(一軸加振) 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 
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3.3.6 ２方向、および３方向加振の影響 
制振されている方向（X 軸）の 1 方向加振に対して、直交方向や鉛直方向を同時に入力す
る 2 方向加振（XY 軸）、および 3 方向加振（XYZ 軸）が、間口方向（X 軸方向）の応答に
与える影響を把握するための実験を行った。制振ラックについて、加振波の最大入力加速度










500                   一軸(X)  二軸(XY)  二軸(XZ)  三軸(XYZ) RB+OD                                           



















図 3.36 一軸、二軸、三軸加振の比較 
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3.3.7 制振装置の支承材の違いによる影響 
制振装置の支承材の違いによる影響を比較するため、RB+OD と RB+SB+OD のケース
の時刻歴波形を図 3.37に示す。いずれのモデルも、制振装置の水平変位は地震終了後、原






図 3.37 制振装置が異なるケースの応答比較 
～ 神戸海洋気象台、NS成分、150cm/s2加振 ～ 
(a) 制振ユニットの水平変位 
(b) 可動側 5段目の応答加速度(制振) 
(c) 5 段目の応答加速度(非制振) 















































































仕様に基づき 0.0065 とし、SB の摩擦係数は、材料試験に基づき 0.05 とした。 
 
  
(a) 3 次元立体モデル (b) 質点系モデル 
図 3.38 解析モデル 
第 3 章 制振ラックの振動台実験とシミュレーション解析 

















示す。非制振モデルは、解析モデルと実験値の 1 次固有周期は概ね等しく、2 次の固有周期
では差異が見られた。また、制振モデル（ダンパーなし）では、1 次、2 次固有周期とも解
析値と実験値は概ね一致する結果となった。解析モデルと実験値の固有モードを比較して










T ― ― ― 1696.2
R 670.0 51.0 ― 14.6
5 536.0 44.2 1496.4 28.4
4 416.5 61.9 1496.4 21.9
3 287.0 44.0 1506.4 39.2
2 167.5 64.6 1526.4 116.7
1 38.0 59.5 1546.4 39.7






表 3.9 質点系モデルの諸元 
T1[s] T2[s] T3[s]
解析 0.42 0.27 0.17
実験 0.40 0.14 0.12
解析 1.05 0.33 0.21





表 3.10 固有周期の比較 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 






図 3.39 解析モデルと実験値の固有モードの比較 
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1 次
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 解析　  実験
1 次
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図 3.40 に、転がり支承・すべり支承とオイルダンパーを組み合わせたケースを図 3.41 に








 図 3.40（a） 実験結果と解析結果の比較（転がり支承＋オイルダンパー) 
― エルセントロ NS 成分、Ｘ方向、340cm/s2加振― 
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 図 3.40（b） 実験結果と解析結果の比較（転がり支承＋オイルダンパー) 
― 神戸海洋気象台、NS成分、X方向、300cm/s2加振 ― 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 




 図 3.40（c） 実験結果と解析結果の比較（転がり支承＋オイルダンパー) 
― K-NET 白河、NS成分、X方向、650cm/s2加振 ― 
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 図 3.40（d） 実験結果と解析結果の比較（転がり支承＋オイルダンパー) 
― 益城町、NS 成分、X方向、200cm/s2加振 ― 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 




 図 3.41（a）実験結果と解析結果の比較（転がり＋すべり支承＋オイルダンパー) 
― エルセントロ、NS成分、X方向、340cm/s2加振 ― 
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 図 3.41（b）実験結果と解析結果の比較（転がり＋すべり支承＋オイルダンパー) 
― 神戸海洋気象台、NS成分、X方向、150cm/s2加振 ― 
3.3 実大ラックの振動台実験（フェーズⅡ） 




 図 3.41（c）実験結果と解析結果の比較（転がり＋すべり支承＋オイルダンパー) 
― K-NET 白河、NS成分、X方向、650cm/s2加振 ― 
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 図 3.41（d）実験結果と解析結果の比較（転がり＋すべり支承＋オイルダンパー) 
― 益城町、NS 成分、X方向、200cm/s2加振 ― 
3.4 まとめ 
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図 4.1 免震装置の設置イメージ 
(b) 免震装置の設置(a) 自動倉庫ラック 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 
















パラメータとした予備解析の結果（第 2 章）より、すべり材の摩擦係数が 0.07 程度の場合




350 × 430 × 42




写真 4.1 パレット免震装置のプロトタイプ 
表 4.1 免震装置の仕様 
4.3 プロトタイプの性能確認 
 




表 4.2 免震装置の材質 
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るが、摩擦係数が 0.2 程度の＃80 と、摩擦係数が 0.15 程度のグライトロンＦを比較して、
低コストの材質である＃80 によって性能が得られることを確認する。すべり材の構成につ





表 4.3 試験体パラメータ 



























b）レールに敷設したすべり材（CASE3 のみ 1枚もの） 
a）シャフト表面の状況（CASE4：シャフト表面にコート処理） 
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実機のパレット免震装置に採用する予定の基準ケースである CASE2 について、静的加力





























図 4.3 荷重－変位関係（CASE2：基準ケース） 
図 4.4 すべり材の面圧と摩擦係数の関係（CASE2：基準ケース） 
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図 4.5 荷重－変位関係（CASE1、CASE2、CASE3、CASE4、CASE5） 
4.3 プロトタイプの性能確認 
 












【振動台軸】  （ cm/s2 )
NS 【X】 100, 300, 450【X】
NS・UD 【XZ】 450【X】・180【Z】
NS・EW 【XY】  450【X】・340【Y】
NS・EW・UD 【XYZ】 　500【X】・378【Y】・200【Z】
NS 【X】 100, 342, 550【X】
NS・UD 【XZ】 550【X】・332【Z】
NS・EW 【XY】  550【X】・338【Y】
NS・EW・UD 【XYZ】 　550【X】・338【Y】・332【Z】
NS 【X】 400, 650, 1000, 1295【X】
NS・UD 【XZ】 1295【X】・441【Z】
NS・EW 【XY】  1295【X】・949【Y】
NS・EW・UD 【XYZ】  1295【X】・949【Y】・441【Z】
NS 【X】 100, 230, 330【X】
NS・UD 【XZ】 330【X】・165【Z】

















表 4.4 入力地震動の一覧 
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振動台実験に使用した 4 つの観測波について、X 方向（NS 成分）の入力加速度が最大と
なる加振ケース時の等価減衰 5％時の加速度応答スペクトルを図 4.6に示す。また、代表的
な各観測波の時刻歴波形を図 4.7～図 4.10 に示す。それぞれの入力目標値は、神戸海洋気
象台の観測波については NS 成分 500cm/s2、EW 成分 378cm/s2、UD 成分 200cm/s2、エルセ
ントロについては NS 成分 550cm/s2、EW 成分 338cm/s2、UD 成分 332cm/s2、K-NET 白河に
ついては NS 成分 1295cm/s2、EW 成分 949m/s2、UD 成分 441cm/s2、八戸については NS 成
分 330cm/s2、EW 成分 260cm/s2、UD 成分 165cm/s2 を示している。 
  




























図 4.7 入力地震動に使用した神戸海洋気象台の加振波 
（入力目標値：NS成分 500cm/s2、EW成分 378cm/s2、UD成分 200cm/s2） 













































(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c) 加速度 UD成分〔Z方向〕 













































(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c)加速度 UD 成分〔Z方向〕 
図 4.8 入力地震動に使用したエルセントロの加振波 
（入力目標値：NS成分 550cm/s2、EW成分 340cm/s2、UD成分 332cm/s2） 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 
























































































(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c)加速度 UD 成分〔Z方向〕 
(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c)加速度 UD 成分〔Z方向〕 
図 4.9 入力地震動に使用した K-NET 白河の加振波 
（入力目標値：NS成分 1295cm/s2、EW 成分 949cm/s2、UD成分 441cm/s2） 
図 4.10 入力地震動に使用した八戸の加振波 
（入力目標値：NS成分 330cm/s2、EW成分 260cm/s2、UD成分 165cm/s2） 
4.3 プロトタイプの性能確認 
 




えた CASE1 と CASE2 を比較して図 4.13 に、すべり材を 1 枚ものとした CASE3 と標準の
2 枚ものとした CASE2 を比較して図 4.14に示す。さらに、シャフト表面にコート処理を施
した CASE4 と標準のコート処理なしの CASE2 を比較して図 4.15に、免震装置の設置にお













          錘なし   錘20kg   錘50kg
Case1              
Case2              
Case3             
Case4             


















図 4.11 錘をパラメータとした最大応答加速度の比較（全ケース） 
図 4.12 加振軸をパラメータとした最大応答加速度の比較（全ケース） 
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Case3    
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          錘なし   錘20kg   錘50kg
Case2              

























          錘なし   錘20kg   錘50kg
Case2              

























          錘なし   錘20kg   錘50kg
Case1              
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図 4.13 スラストベアリングの材質の違いによる影響（CASE1 と CASE2 の比較） 
図 4.14 すべり材をＶ型レールに一枚構成とする影響（CASE2 と CASE3 の比較） 
図 4.15 シャフトのコート処理の有無による影響（CASE2 と CASE4 の比較） 
(a) 錘をパラメータ (b) 加振軸をパラメータ 
(a) 錘をパラメータ (b) 加振軸をパラメータ 
(a) 錘をパラメータ (b) 加振軸をパラメータ 







             X   XY   XZ   XYZ
Case2   



































































 CASE1 から CASE5 をパラメータとした実験について、時刻歴波形を図 4.17～図 4.26に
示す。可動方向の入力レベルが大きい K-NET 白河を加振波とした実験ケースを示している
が、パレット免震装置の応答加速度は、概ね 250 cm/s2 以下に低減できた。また、エルセン
トロを加振波とした上下動および直交方向にも入力した実験について時刻歴波形を図 4.27











          錘なし   錘20kg   錘50kg
Case2              


















図 4.16 免震装置を設置する際に傾斜を設けた影響（CASE2 と CASE5 の比較） 
(a) 錘をパラメータ (b) 加振軸をパラメータ 
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図 4.17 CASE1 の時刻歴波形(パレットの錘 20kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
図 4.18 CASE1 の時刻歴波形(パレットの錘 50kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
4.3 プロトタイプの性能確認 
 




































































































図 4.19 CASE2 の時刻歴波形(パレットの錘 20kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
図 4.20 CASE2 の時刻歴波形(パレットの錘 50kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
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図 4.21 CASE3 の時刻歴波形(パレットの錘 20kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
図 4.22 CASE3 の時刻歴波形(パレットの錘 50kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
4.3 プロトタイプの性能確認 
 




































































































図 4.23 CASE4 の時刻歴波形(パレットの錘：20kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
図 4.24 CASE4 の時刻歴波形(パレットの錘：50kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
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図 4.25 CASE5 の時刻歴波形(パレットの錘：20kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
図 4.26 CASE5 の時刻歴波形(パレットの錘：50kg) 
～ K-NET 白河、X方向加振、入力目標値 1296cm/s2 ～ 
4.3 プロトタイプの性能確認 
 
























































































図 4.27 CASE1 の時刻歴波形(上下動なし、パレットの錘：50kg) 
～ エルセントロ、X方向加振、入力目標値 550cm/s2 ～ 
図 4.28 CASE1 の時刻歴波形(上下動あり、パレットの錘：50kg) 
～ エルセントロ、ＸＺ方向加振、入力目標値 550cm/s2、332cm/s2 ～ 
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図 4.29 CASE1 の時刻歴波形(直交・上下動あり、パレットの錘：50kg) 
～ エルセントロ、ＸＹＺ方向加振、入力目標値 550cm/s2、338cm/s2、332cm/s2 ～ 
4.4 パレット免震装置の性能確認 
 










置状況を写真 4.3、写真 4.4、図 4.31、写真 4.5に示す。パレットの積荷は、220kg、660kg、
1100kg の錘（この際のすべり材の面圧は 185N/mm2、306N/mm2、391N/mm2）を載せた場合
と、書籍を入れた多段キャビネットを載せた場合（計 550kg 程度）の 4 ケースとした。パレ
ットの積載条件を表 4.6に、書籍を入れたキャビネット（20kg/箱）を写真 4.6に示す。 
  
装置サイズ
1080 × 1300 × 52.5





図 4.30 パレット免震装置 
表 4.5 免震装置の仕様 
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写真 4.3 パレット免震装置の振動台実験 
(a) パレット免震装置（パレット平面 130cm×120cm サイズ用） 
(b) 腕木と免震装置の設置状況 (c) パレットの設置状況 
































写真 4.5 振動台実験状況（加振終了時） 
写真 4.4 計測器の設置状況 図 4.31 免震装置の計測点 
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表 4.6 パレットの積載条件 
パレット+鋼板3枚 = 694.3kg パレット+鋼板3枚 = 694.3kg















写真 4.6 書籍を入れたキャビネット（20kg/箱） 
4.4 パレット免震装置の性能確認 
 




東北地方太平洋沖地震における K-NET 白河の観測波、1995 年兵庫県南部地震における神戸
海洋気象台の観測波）と 1940 年インペリアルバレー地震におけるエルセントロの観測波、
1968 年十勝沖地震における八戸の観測波を用いた。免震装置の可動する間口方向（X 軸）
の 1 方向を基本とし、直交方向（Y 軸）や鉛直方向（Z 軸）を加えた実験も行った。加振レ
ベルは、最大加速度を 100cm/s2 から段階的に大きくし、原波（白河波 1295cm/s2）、もしくは
原波を再現できない地震波は振動台で加振できる最大レベル（神戸波 600cm/s2、エルセント
ロ波 550cm/s2、八戸波 330cm/s2）を上限とした。 
 
  表 4.7 入力地震動の一覧 
加振方向 最大加速度【振動台軸】
【振動台軸】  （ cm/s2 )
正弦波 1.0 Hz 【X】 400【X】
NS 【X】 100, 200, 300, 400, 500, 600【X】
NS・UD 【XZ】
X軸の最大値でZ軸を基準化した6水準







NS 【X】 100, 342, 550【X】
NS・UD 【XZ】
X軸の最大値でZ軸を基準化した3水準







NS 【X】 100, 400, 650, 1295【X】
NS・UD 【XZ】
X軸の最大値でZ軸を基準化した4水準







NS 【X】 100, 230, 330【X】
NS・UD 【XZ】
X軸の最大値でZ軸を基準化した3水準
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振動台実験に使用した 4 つの観測波について、X 方向（NS 成分）の入力加速度が最大と
なる加振ケース時の等価減衰 5％時の加速度応答スペクトルを図 4.32 に示す。また、代表
的な各観測波の時刻歴波形を図 4.33～図 4.36に示す。それぞれの入力目標値は、神戸海洋
気象台の観測波については NS 成分 600cm/s2、EW 成分 450cm/s2、UD 成分 240cm/s2、エル
セントロについては NS 成分 550cm/s2、EW 成分 340cm/s2、UD 成分 330cm/s2、K-NET 白河
については NS 成分 650cm/s2、EW 成分 475m/s2、UD 成分 220cm/s2、八戸については NS 成













































図 4.33 入力地震動に使用した神戸海洋気象台の加振波 
（入力目標値：NS成分 600cm/s2、EW成分 450cm/s2、UD成分 240cm/s2） 
図 4.34 入力地震動に使用したエルセントロの加振波 
（入力目標値：NS成分 550cm/s2、EW成分 340cm/s2、UD成分 330cm/s2） 











































































(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c) 加速度 UD成分〔Z方向〕 
(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c) 加速度 UD成分〔Z方向〕 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 

















図 4.35 入力地震動に使用した K-NET 白河の加振波 
（入力目標値：NS成分 650cm/s2、EW成分 475cm/s2、UD成分 220cm/s2） 
図 4.36 入力地震動に使用した八戸の加振波 
（入力目標値：NS成分 330cm/s2、EW成分 260cm/s2、UD成分 165cm/s2） 







































































(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c) 加速度 UD成分〔Z方向〕 
(a) 加速度 NS成分〔X方向〕 
(b) 加速度 EW成分〔Y方向〕 
(c) 加速度 UD成分〔Z方向〕 
4.4 パレット免震装置の性能確認 
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4.4.2 振動台実験結果 
X 方向の一軸加振における積荷の質量を 220kg、660kg、1100kg とした場合について、パ
レット免震装置の可動方向（X 方向）に着目した最大入力加速度とパレットの最大応答加速




が応答加速度に及ぼす影響に着目すると、錘を 220kg とした実験と錘を 1100kg とした実験

















免 　震：  m-220  m-660   m-1100
















図 4.37 最大入力加速度と最大応答加速度の関係 
～ 質量の影響(Ｘ方向加振) ～ 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 


















































peak: 免震 184.2cm/s2 非免震 384.9cm/s2














































peak: 免震 166.4cm/s2 非免震 373.0cm/s2
図 4.39 免震と非免震の応答比較(パレットの錘：660kg) 
～ エルセントロ、Ｘ方向加振、550cm/s2 ～ 
図 4.38 免震と非免震の応答比較(パレットの錘：660kg) 
～ 神戸海洋気象台、Ｘ方向加振、600cm/s2 ～ 
4.4 パレット免震装置の性能確認 
 


















































peak: 免震 199.7cm/s2 非免震 392.7cm/s2














































peak: 免震 158.1cm/s2 非免震 328.1cm/s2
図 4.41 免震と非免震の応答比較(パレットの錘：660kg) 
～ 八戸、Ｘ方向加振、330cm/s2 ～ 
図 4.40 免震と非免震の応答比較(パレットの錘：660kg) 
～ K-NET 白河、Ｘ方向加振、1296cm/s2 ～ 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 







非免震パレットは、応答加速度が 300 cm/s2 程度になるとパレットと腕木間で滑動が生じ、
一軸（X）加振の応答加速度は 400cm/s2 程度で頭打ちとなる一方で、二軸（XZ）加振におい















免 　震：  X  XZ  XY  XYZ















図 4.42 最大入力加速度と最大応答加速度の関係 
～ 加振方向の影響(パレットの錘：660kg) ～ 
4.4 パレット免震装置の性能確認 
 













図 4.43 最大入力加速度とパレット残留変位の関係 







免 　震：  X  XZ  XY  XYZ









図 4.44 免震と非免震のパレット応答変位 
（K-NET 白河、Ｘ方向加振、1295cm/s2、パレットの錘 660kg) 














]  免  震   非免震 残留変位： 
残留変位： 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 









析を比較して、正弦波（1.0Hz、 X 方向、最大入力加速度 400cm/s2）の結果を図 4.45 に、







図 4.45 振動台実験とシミュレーションの比較(m=660kg) 
 ～ 正弦波 1Hz、Ｘ方向加振、400cm/s2 ～ 
 
(a) 免震パレットの応答加速度(正弦波 1Hz、Ｘ方向加振、400cm/s2) 
(b) 免震パレットの応答変位(正弦波 1Hz、X方向加振、400cm/s2) 















 振動台実験　　  解析
























































図 4.46 振動台実験とシミュレーションの比較(パレットの錘：660kg) 
～ K-NET 白河、Ｘ加振・ＸＹＺ加振、650cm/s2 ～ 
(a) 免震パレットの応答加速度(K-NET 白河、Ｘ方向加振、650cm/s2) 
(b) 免震パレットの応答変位(K-NET 白河、Ｘ方向加振、650cm/s2) 
(c) 免震パレットの応答変位(K-NET 白河、XYZ 方向加振、650cm/s2) 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 
















[m] [cm/s2] [cm/s2] [cm]
2017/01/16-05 25.0 555.5 142.3 0.26 9.59
2017/01/20-05 173.8 563.8 161.1 0.29 10.65
2017/01/16-11 27.9 622.7 142.5 0.23 15.60
2017/01/20-11 177.1 617.2 162.9 0.26 10.79
2017/01/16-16 29.7 325.9 143.1 0.44 5.23
2017/01/20-27 314.2 329.4 149.2 0.45 3.58
2017/01/16-19 30.7 589.7 152.0 0.26 2.34


























表 4.8 初期と複数回後の最大応答値の比較 
4.4 パレット免震装置の性能確認 
 









































































図 4.47 初期と複数回加振後の応答比較（正弦波 1.0Hz、Ｘ方向、400 cm/s2加振） 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 

































































































図 4.49 初期と複数回加振後の応答比較（神戸海洋気象台、Ｘ方向、600 cm/s2） 
4.4 パレット免震装置の性能確認 
 
































































































図 4.51 初期と複数回加振後の応答比較（K-NET 白河、Ｘ方向、650 cm/s2） 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 






460m となり、K-NET 白河で観測された地震に換算すると約 130 回程度を経験したことにな






図 4.52 累積水平移動量の分布（5.0mm 間隔毎） 
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振動台実験が終了した後、パレット免震装置からすべり材を取り外し、マイクロスコープ






図 4.53 すべり材の摩擦面の状態（実験終了後） 
図 4.54 すべり材の摩耗深さ（実験終了後） 
 すべり材の測定箇所〔mm〕  すべり材の測定箇所〔mm〕 
+220〔mm〕 -220〔mm〕 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 







4.9 に示す。ラックは、高さ 10 段、奥行方向 4 連のラックが荷物の搬入スペースを挟んで
一対の構造となっている。パレット免震装置はラック 10 段目の 1 箇所に設置し、積荷とし
て 100 kg の錘を載せた。また、免震装置を設置していない他の収納棚は空荷とした。 
  
写真 4.7 パレット免震装置をラックに設置した振動台実験 
































入力地震動は、4.2、4.3で述べた観測波から 3 波（2011 年東北地方太平洋沖地震におけ






【振動台軸】  （ cm/s2 )
NS 【X】 200, 300, 350【X】
NS・UD 【XZ】 X軸の最大値でZ軸を基準化した3水準（ 最大 ： 350【X】・131【Z】 )
NS 【X】 100, 342, 450【X】
NS・UD 【XZ】 X軸の最大値でZ軸を基準化した3水準（ 最大 ： 450【X】・241【Z】 )
NS 【X】 200, 400, 650, 800【X】













 正面   背面側   搬出入側  

























図 4.55 パレット免震装置の位置と計測点 
表 4.8 入力地震動の一覧 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
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4.5.3 免震装置とフレームの応答 










図 4.56 免震装置とフレームの最大応答加速度 







フレーム :  X   XZ

















































































(a) ラック 10段目に設置した免震装置の応答加速度 
(b) ラック 10段目に設置した免震装置の応答変位 
(d) 振動台入力加速度 
(c) ラック 10段目のフレームの応答加速度 
（K-NET 白河、Ｘ方向、NS 成分、650cm/s2加振） 
図 4.57 免震装置に載せた錘とフレームの時刻歴応答波形 
第 4 章 パレット免震装置の振動台実験とシミュレーション解析 
 






影響を受けて、最大応答加速度が若干大きくなるが概ね 200 cm/s2 程度であり、地震対
策をしていないパレットの最大応答加速度に比べて約 1/2 に低減することで、ラック
の間口方向に対する荷崩れ・落下を防止した。 
(2) すべり材の傾斜角を 3/100 とした場合、傾斜による復元力によって、加振終了後に生
じる免震装置の残留変位は概ねゼロとなり、元の位置に復帰する。 
(3) 汎用的なパレットを対象として、水平ストロークを±20cm、すべり材の傾斜角を 3/100
































































写真 5.1 地震対策を適用した立体自動倉庫ラック 
a) 建物外観 b) 建物内観 
第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 
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立体自動倉庫ラックは、スタッカークレーン 4 基を備え、491 間口の収納棚を有する。ラ





とした地震観測データの収録を意図している。パレット免震装置は、耐震ラック 5 段目の 1
棚に設置した。 
  
図 5.1 立体自動倉庫ラックのレイアウト 
（耐震ラック 5 段目） 
LM:リニアガイドﾞ，OD:オイルダンパー，RD:粘性ダンパー 
 制振ユニット範囲における各種装置の配置 
図 5.2 減衰性能 













  粘性ダンパー(RD) 
5.1 まえがき 
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制振ラックとパレット免震装置の適用状況を写真 5.2 に示す。制振装置は、図 5.3～図
5.6 に示す形状であり、粘性ダンパー付きのリニアガイド（制振ユニットＡ）、オイルダン
パーが取り付くリニアガイド（制振ユニットＢ、Ｃ）、オイルダンパーで構成される。制振







写真 5.2 制振ラックとパレット免震装置の適用状況 
可動 
第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 








































































第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 
























































第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 
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図 5.8 制振ラックの工事手順 
5.2 制振ラックの施工手順 
- 162 - 
 










写真 5.4 ラック工事の状況 
写真 5.5 自動倉庫ラックの完成状況 
第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 5.9 地震応答観測の状況 
地震計の位置 
第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 






















端）、③5 段目の荷棚（ラック西端）、④5 段目の荷棚（ラック東端）、⑤耐震ラック 5 段目
の荷棚（ラック西端）、⑥耐震ラック 5 段目の荷棚に設けたパレット免震装置の荷棚（ラッ
ク西端）の計 6 ヵ所とした。本観測に採用した加速度計内蔵ネットワークセンサの仕様〔5.3〕
を図 5.12に示す。制振ラックとパレット免震装置が対象とするラックの間口方向を Y 方向
に設定し、水平 2 方向（X、Y）と鉛直 1 方向（Z）の加速度応答を観測した。なお、倉庫
床における震度 1 以上（計測震度 0.5 以上）〔5.4〕の地震を収録（プレトリガー時間 20 秒）す







図 5.11 開発技術の適用箇所と観測点の位置 
第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 




図 5.12 加速度計内蔵ネットワークセンサの仕様〔5.3〕 
5.3 地震応答観測による適用効果の検討 




柱脚には、リニアガイド 30 基とオイルダンパー8 基、粘性ダンパー14 基を設けている。 
地震応答観測において、2018 年 1 月までの 10 ヶ月間で記録した観測回数は計 52 回とな
り、計測震度 4 の地震を 2 回観測することができた。観測回数と震度階級の関係を図 5.13
に示す。なお、ダンパー種別による減衰効果の違いを確認するため、オイルダンパーと粘
性ダンパーの両ダンパーを取付けた場合（RB+OD+RD）を約 4 ヶ月間、オイルダンパーの
みを取付けた場合（RB+OD）を約 1 ヶ月間、両ダンパーを取り外した場合 RB）を約 5 ヶ
月間観測した。 
  
図 5.13 観測回数と震度階級の関係 
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図 5.14 最大応答加速度倍率(Y方向) 
5.3 地震応答観測による適用効果の検討 
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計測震度 4 を観測した 2 例の地震〔5.5〕について、①2017 年 8 月 2 日 2 時 2 分に発生した


































図 5.15 震度 4を観測した茨城県北部地震の概要〔5.5〕 
～ 2017年 8月 2日 2時 2分 発生 ～ 
図 5.16 震度 4を観測した茨城県南部地震の概要〔5.5〕 





第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 




囲である 0.1Hz から 20Hz に着目するためにバンドパスフィルター処理を施している。 
図 5.17(a)、(b)より床面で記録した最大加速度 137.4cm/s2 に対して、非制振ラック 5 段



















































 非制振  5段目
 倉庫床
図 5.17 ①茨城県北部地震の観測結果(Y方向、計測震度 4) 
～ 2017 年 8月 2日 2時 2分 発生 ～ 
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図 5.18(a)、(b)より床面で記録した最大加速度 149.8cm/s2 に対して、非制振ラック 5 段









図 5.18 ②茨城県南部地震の観測結果(Y方向、計測震度 4) 
～ 2017 年 8月 2日 7時 16分 発生 ～ 
(a) 制振・非制振 5段目の加速度時刻歴波形 
(b) 倉庫床の加速度時刻歴波形 
















































 非制振  5段目
 倉庫床
第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 




に対するパレット免震装置の最大応答加速度倍率(Y 方向)を図 5.19 に示す。パレット免震
装置の最大応答加速度に着目すると、倉庫床の入力加速度が 50cm/s2 未満の小さい地震にお
いて免震装置は滑動せず、低減効果が見られない。 
5.3.4 に示した計測震度 4 の地震における応答加速度の時刻歴波形を、図 5.20（茨城県
北部地震）および図 5.21（茨城県南部地震）に示す。茨城県北部地震では、床面で記録し
た最大加速度 137.4cm/s2 に対し、対策のない荷棚（5 段目フレーム）の最大応答加速度は































図 5.19 最大応答加速度倍率(Y方向) 









































図 5.20 茨城県北部地震の観測結果(Y方向、計測震度 4) 
5.3 地震応答観測による適用効果の検討 
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図 5.21 茨城県南部地震の観測結果(Y方向、計測震度 4) 
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ック（1～4 号機）の価格は 8,340 万円であり、収納棚の総数が 491 パレットであることか
ら、1 パレットあたりの立体自動倉庫ラックのコストは約 17 万円である。また、制振ラッ
クとした 4 号機（2 列 5 段、145 パレット収納棚を有するラック）に使用した制振装置（リ
ニアガイド、粘性ダンパー、オイルダンパー）の価格は 800 万円であり、制振ラックの 1
パレットあたりの制振装置のコストは約 5.5 万円であった。 
 
 
表 5.3 立体自動倉庫ラックと制振装置の実績 
①立体自動倉庫ラック（豊田自動織機）  価格 8,340 万円 
1 号機：1 列 5 段 56 パレット 
2 号機：2 列 5 段 145 パレット 
3 号機：2 列 5 段 145 パレット 
4 号機：2 列 5 段 145 パレット  ← 4 号機に制振ラックを採用 
 合計 491 パレット 
1パレットあたりの立体自動倉庫ラックのコスト ： 約 17 万円 
                        （8340 万円／491 パレット） 
 
②制振装置（リニアガイド、粘性ダンパー、オイルダンパー） 価格 800 万円 
リニアガイド＋ダンパーで構成される制振ユニット：15 基 
支承 1 基あたり： 約 53 万円 









庫内には 100m×40m のエリアに 8 段×68 連×20 列の立体自動倉庫ラックが設けられてい
るが、すべてを制振ラックとする場合の制振装置のコストを試算する。 
  
図 5.22 コスト試算の対象とした立体自動倉庫ラック 
8 段×68 連×20 列 
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図 5.22に示した 8 段×68 連×20 列の立体自動倉庫ラックにおいて、ラックの収納棚が 8
段の場合（ケース 1：ラック高さ 9,500mm、収納棚の合計 10,880 間口）とラックの収納棚
が 16 段の場合（ケース 2：ラック高さ 20,000mm、収納棚の合計 21,760 間口）の 2 ケース




の全てにオイルダンパー（ケース 1 の 2 倍の基数）を設置する条件とした。制振装置の合
計コストは、ケース 1 が約 2.0 億円、ケース 2 が約 2.8 億円となった。また、制振装置の合
計コストをラックの間口数で除した 1 パレットあたりの制振装置のコストは、ケース 1 が

































表 5.4 制振ラックのコスト試算 
5.5 まとめ 
 













2) 地震観測記録から、震度 4 の地震において、制振ラックは非制振ラックに比べて、制
振ラックの一次固有周期以下の短周期領域で応答加速度を低減した。 
3) 震度 4 以下の地震に対して、制振ラックはラック最上段の荷棚の最大応答加速度を、
非制振ラックに比べて概ね 65%に低減した。 
4) パレット免震装置の上に収納された積載物の応答は、震度 4 の地震において、ラック
最上段の最大応答加速度を、対策のない荷棚に比べて概ね 50％に低減した。 




第 5 章 立体自動倉庫ラックへの適用と地震応答観測 
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第 6 章 結論 











導入して対策効果を確認するためのデータ収録を開始した。約 1 年間の観測において震度 4
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DEVELOPMENT OF SEISMIC 
ISOLATION SYSTEM FOR AUTOMATIC 
WAREHOUSE TO PREVENT GOODS 
FALLING
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Automatic warehouse, Seismic isolation system, Inclined rail bearing,
Seismic response analysis, Shaking table test
Hidetaka FUNAKIー ーーーー ＊ 1 Yoshiki KOYAMAー ーーー ＊ 1
Yuji FUNAYAMAー ーーーーー ＊ 1 Takeshi SAWADAー ーー ＊ 2
Fumitoshi KUMAZAWAー ＊ 3
The 2011 off the pacific coast of Tohoku earthquake and the 2016 
Kumamoto earthquake shook many automated storage and retrieval 
systems and caused palletized goods to fall down from the storage 
racks. The authors have developed a seismic isolation system in the 
direction of rack opening for automatic warehouse to prevent goods 
falling. In this study, shaking table tests were conducted to evaluate a 
seismic isolation system using inclined rail bearings. As a result, it has 
been demonstrated that the newly developed seismic isolation system 
is effective in preventing stored goods from falling down from rack 
shelves.
*1	 ㈱奥村組
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The 2011 off the pacific coast of Tohoku earthquake and the 2016 
Kumamoto earthquake shook many automated storage and retrieval 
systems and caused palletized goods to fall down from the storage racks. 
The authors have developed a seismic isolation system in the direction of 
rack opening for automatic warehouse to prevent goods falling. In this 
study, shaking table te ts were conducted to evaluate a seismic isol ion 
ystem u ing nclined rail bearings. As a esult, it ha  been demonstrated
that the newly eveloped seismic isolation system is effective in 
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図 1 免震装置の設置イメージ 
図 2 免震装置の機構 








(a) 常時 (b) 変形時 





免震装置の復元力特性を図 3 に示す。また，1 質点系モデルの概
念を図 4 に示す。免震装置が滑動している場合の傾斜軸に沿った運
動方程式は次式で表される。 
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 o k fmx cos Q Qθ + <&&   (2) 
 constx  0,x  ,0x === &&&   (3) 
図 3(a)より，傾斜による復元力は，免震装置の水平変位の符号が
切替わるところで不連続となる。そのため，地震応答解析では，便
宜的に免震装置の水平変位が    (ここで， r : 支持材の半径)
以下の微小変位区間において，半径 r の円弧上を動くものと仮定し
た。また，すべり材の傾斜による復元力から割線剛性を求めて評価

















した 1 質点系モデルとし，質点の質量を 700kg とした。解析パラメ
ータは，免震装置の高さを抑制しながら目標性能を満足するために，
すべり材の傾斜角を 2/100～5/100 とし，すべり材の摩擦係数を 0.03
～0.10 とした。入力地震動は，気象庁および防災科学技術研究所の





免震装置のすべり材の傾斜角を 5/100 以下，摩擦係数を 0.07 以上と
することで，目標とする性能が得られることを確認した。 









z x tan= θ&& &&（ ）
(b) 最大応答変位(小千谷波) 
















 μ=0.03    μ=0.05    μ=0.06 
 μ=0.07    μ=0.08    μ=0.10 
表 1 入力地震動一覧 



















 μ=0.03    μ=0.05    μ=0.06 
 μ=0.07    μ=0.08    μ=0.10 
図 5 免震装置の周期特性 
(a) 最大応答加速度(白河波) 
図 6 免震装置の最大応答値 












































  図 4 1 質点系モデル 
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図 6 免震装置の最大応答値 












































  図 4 1 質点系モデル 
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３．静的加力実験による基本特性の把握 
免震装置が滑動する際のすべり材と支持材間の摩擦係数を確認す































洋気象台）と 1940 年インペリアルバレー地震，1968 年十勝沖地震





波 550cm/s2，八戸波 330cm/s2）を上限とした。 












図 7 荷重－変位関係 
図 8 すべり材の面圧と摩擦係数の関係 
写真 1 静的加力実験の状況 
写真 2 振動台実験状況（加振終了時） 
（単位：mm） 
図 9 免震装置 























錘 660kg 錘 660kg 
変位計 















度が 300 cm/s2 程度になるとパレットと腕木間で滑動が生じ，応答加
速度は 400cm/s2 程度で頭打ちとなる。これより，パレットと腕木間
の摩擦係数は 0.3～0.4 と推察される。一方，免震装置上のパレット


















































免 　震：  X  XZ  XY  XYZ


















免 　震：  X  XZ  XY  XYZ
















(b) 質量の影響(X 方向加振) 
図 11 最大入力加速度とパレット残留変位の関係 
図 10 最大入力加速度と最大応答加速度の関係 
（白河波，X 方向加振，1295cm/s2，m=660kg) 
図 12 免震と非免震のパレット応答変位 






































図 13 振動台実験とシミュレーションの比較(m=660kg) 
(a) 免震パレットの応答加速度(正弦波 1Hz，X 方向加振，400cm/s2) 
(b) 免震パレットの応答変位(正弦波 1Hz，X 方向加振，400cm/s2) 
(c) 免震パレットの応答加速度(白河波，X 方向加振，650cm/s2) 
(d) 免震パレットの応答変位(白河波，X 方向加振，650cm/s2) 
(e) 免震パレットの応答変位(白河波，XYZ 方向加振，650cm/s2) 















 振動台実験　　  解析



















免 　震：  m-220  m-660   m-1100






















位置と計測点を図 14 に，部材リストを表 2 に示す。実験に用いたラ
ックは，一般的なラックに使用されている材料を用いて製作されて
おり，高さ 10 段，奥行き方向 4 連のラックが荷物の搬入スペースを
挟んで一対の構造となっている。免震装置はラック 10 段目の 1 箇所

































錘 （100 kg） 
免震装置 
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図 14 免震装置の位置と計測点 
表 2 部材リスト 
写真 3 実験状況 
図 15 免震装置とフレームの最大応答加速度 
（白河波，X 方向，NS 成分，650cm/s2加振） 
図 16 免震装置に載せた錘とフレームの時刻歴応答波形 
(a) ラック 10 段目に設置した免震装置の応答加速度 
(b) ラック 10 段目に設置した免震装置の応答変位 
(c) ラック 10 段目のフレームの応答加速度 
(d) 振動台入力加速度 







フレーム :  X   XZ











































































干大きくなるが概ね 200 cm/s2 程度であり，地震対策をしてい
ないパレットの最大応答加速度に比べて約 1/2 に低減するこ
とで，ラックの間口方向に対する荷崩れ・落下を防止した。 




























11 624.0 47.0 23.8
10 544.0 435.1 31.8
9 482.5 430.3 39.5
8 431.0 428.3 41.6
7 379.5 428.3 44.5
6 328.0 443.2 40.8
5 266.0 428.2 57.0
4 214.5 428.3 68.2
3 163.0 428.3 87.3
2 111.5 428.3 127.6
1 60.0 447.0 247.7
質点
高さ 質量 等価剛性























図 18 免震装置の配置とパレット応答変位の関係 
（神戸波，NS 成分，700cm/s2） 






表 3 解析モデルの諸元 
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ABSTRACT 
The 2011 earthquake off the Pacific coast of Tohoku 
and the 2016 Kumamoto earthquake shook many 
automated storage and retrieval systems and caused 
palletized goods to fall from storage racks that were as tall 
as 30 m. When palletized goods fall, they may not only be 
damaged but also may obstruct the path of automatic 
carriers, thus hampering the distribution of goods. 
The authors have developed a system for controlling 
the seismic responses of storage pallets using inclined 
slide and support bearings. The newly developed pallet 
seismic isolation system can be applied to both new 
construction and existing storage racks and can be used to 
seismically isolate individual loads. 
Keywords: automated storage and retrieval system, rack, 
pallet seismic isolation system, inclined slide bearing, 
shaking table experiment, response observation 
1. INTRODUCTION 
Methods used to protect storage racks from 
earthquakes include strengthening the racks by installing 
reinforcements and installing tuned mass dampers at the 
top of the storage rack system. However, the racks 
installing tuned mass dampers may not be as effective as 
expected if the natural period of vibration of the rack 
system fluctuates under the influence of such factors as the 
quantity and distribution of goods in storage. Therefore, 
to reduce the influence of the condition of goods stored in 
racks, the authors have developed a pallet seismic 
isolation system in the direction of the rack opening. 
Photo 1 shows a typical automatic warehouse[1]. 
Figure 1 shows the newly developed pallet seismic 
isolation system. As shown in the figure, a pair of rack 
units are placed facing each other on both sides of the 
space in which an automatic stacker crane moves around. 
Pallets are placed on the support beams of the racks. 
Therefore, if the racks shake during an earthquake, pallets 
may slide back and forth and fall down[2]. During the 
earthquake, many storage racks were shaken in the rack-
opening direction, and palletized goods fell down into the 
Photo 1 Automatic warehouse 









Seismic isolation system 
Movable direction Stacker crane space Support beam 
Fig. 1 Pallet seismic isolation system 




stacker crane zones. Therefore, the authors, have 
developed antiseismic technologies[3] [4] for automated 
storage racks to control their seismic response in the 
direction of the openings through which palletized items 
are deposited and retrieved. 
2. EXPERIMENT 
2.1 Outline of the seismic isolation system 
The pallet seismic isolation system proposed in this 
study is applied the principles of gravitation and friction 
force. Figure 2 shows the basic mechanism of the inclined 
slide bearing. It is composed of a slider body comprising 
inclined slide and support rods. When an earthquake 
occurs and the system starts to slide, a pallet supported by 
this system will simultaneously move widely aside and 
slightly upward like a swing. Therefore, it is possible for 
the slider body to remain in contact with the inclined slide 
bearing, and stabilized friction damping force is supplied. 
2.2 Shaking table experiment results 
To verify the effectiveness of the pallet seismic 
isolation system installed in the rack structure, a series of 
shaking table experiments was conducted using a test 
structure with a pallet on its support beams. Table 1 lists 
its specification and characteristics. This is a standard 
pallet size for an automated storage and retrieval system. 
The maximum horizontal displacement is designed as the 
length of the slide bearings. Figure 3 shows characteristics 
of inclined slide bearing. The natural period increases with 
an increase in the horizontal displacement. Figure 4 shows 
the test structure of a pallet seismic isolation system. 
Photo 2 shows experiments using steel-plate loads and 
experiments using multistage-cabinet loads. In the 
shaking table experiments using steel plates, 660-kg loads 
were placed on each pallet. 
  























Table 1 Specifications of the seismic isolation system 
Y 
X (Movable direction) 
Inclined slide bearing 
Support beam 
(a) Experiment using steel plate load 
(b) Experiment using a multistage cabinet load 
Photo 2 Shaking-table experiment 
Seismic isolation Non-seismic isolation
Seismic isolation Non-seismic isolation 
Steel plate load 
Cabinet load 
Fig. 2 Mechanism of the inclined slide bearing 
Inclined slider Stopper Support rod 
(a) Resting state 
Movable direction 
(b) Moving state at max. disp. 
(Rack) 
Support beam 
Fig. 4 Test structure (seismic isolation system) 
Fig. 3 Characteristics of inclined slide bearing
Item Value
Dimensions 1080 × 1300 × 52.5
 (W × D × H) mm
Full length of bearings 200 mm
Rated load 11,000 N
Coefficient of friction 0.06－0.08
θ 




Figure 5 shows the response spectra of the shaking 
table input motions. Shaking table experiments were 
performed by simulating seismic motion observed in 
Shirakawa City during the 2011 earthquake off the Pacific 
coast of the Tohoku region, in Kobe City during the 1995 
Hyogoken Nanbu earthquake, in Hachinohe Harbor 
during the 1968 Tokachi-oki earthquake, in the 1940 El 
Centro earthquake; which is a widely used earthquake 
motion record. The NS wave was inputted in the x 
direction (the direction of the rack opening), the EW wave 
was inputted in the y direction, and the UD wave was 
inputted in the z direction. 
Figure 6 shows the maximum response acceleration 
distributions obtained from excitation experiments 
conducted by varying the shaking table input levels of the 
three representative observed earthquake motions in steps. 
Examination of the maximum response acceleration at the 
pallet level of the seismic isolation system reveals that the 
rack structure reduces oscillation approximately by half as 
compared with the non-seismically isolated pallet 
regardless of the type and input level of earthquake motion. 
As an example of a comparison of measured seismic 
response control effects, Figure 7 shows the time history 
waveforms in the case where the earthquake motion 
observed in Shirakawa City during the 2011 earthquake 
off the Pacific coast of the Tohoku region was normalized 
to a maximum acceleration of 650 cm/s2. Comparison of 
the response accelerations at the pallet of the test structure 
reveals that this acceleration has been reduced by up to 
about half of the original response acceleration. Thus, the 
newly developed seismic isolation system has been 
demonstrated to be effective in preventing stored items 
from falling from rack shelves. 
Fig. 5 Response spectrum of table input motion 
(The direction of rack opening) 
(h = 5％) 
(a) Response acceleration (Seismic isolation)
(a) Effect of acceleration in the excitation direction 
(b) Effect of mass on the pallet 
Fig. 6 Comparison of maximum response 
accelerations at the pallet 
Fig. 7 Examples of experimental results       
(Shirakawa NS motion, 650 cm/s2)












(d) Input acceleration (Shaking table) 














(c) Response acceleration (Non-seismic isolation)
(b) Response displacement (Seismic isolation)




























Shirakawa NS 1296 cm/s2 
Kobe NS 600 cm/s2 
El Centro NS 550 cm/s2 
Hachinohe NS 330 cm/s2 









Seismic isolation system        ： X XZ XY XYZ



























Seismic isolation system      ： m-220 m-660 m-1100

























The pallet seismic isolation system was installed in 
the warehouse building at the Technical Research Institute 
of Okumura Corporation to verify its response reduction 
effect and to measure its ability to prevent palletized loads 
from falling. Figure 8 and Photo 3 show the verification 
rack structure that was used, and Table 2 lists its structural 
members. Photo 4 shows a view of an installed system 
(fifth level). On the rack, the responses of the fifth level 
pallet weights and the ground motions were recorded 
simultaneously. In the observation, 660-kg steel plates 
were placed in storage spaces (shelves) of the rack 
structure. Response observation was conducted and 
several earthquake responses were recorded. Among these, 
the North Ibaraki Earthquake (August 2, 2017 (Mj = 5.5)) 
was the largest and had a maximum ground acceleration 
of ~137 cm/s2 in the NS-direction. As an example of a 
comparison of measured seismic response control effects, 
Figure 9 shows the time histories of the response 
acceleration at the fifth level pallet and ground motion. 
From this earthquake record, it can be observed that a 
pallet equipped with the newly developed seismic 
response isolation device is significantly more effective 







Support beam □-60×30×2.3 SS400
Top beam C-75×45×15×2.3 SSC400
Lattice φ-27.2×2.3 STKR400




Seismic isolation system 
Photo 4 Image of an installed system (fifth level)
Table 2 Structural member list (unit: mm) 
Fig. 8 Elevation of rack structure 
① ② 
③
Accelerometer ①：Seismic isolation pallet 
②：Non-seismic isolation pallet 
③：Ground motion 
Photo 3 Verification rack structure before storing 
(5 levels high, 14 spaces wide) 
(a) Response acceleration (Seismic isolation) 
Fig. 9 Examples of observation result 
(c) Input acceleration (Ground motion) 
(b) Response acceleration (non-seismic isolation) 














































In this study, we developed a pallet seismic isolation 
system that can be applied to both planned and existing 
storage racks and can be installed to seismically isolate 
individual loads. The study showed that this system 
reduces the maximum response acceleration of loaded 
pallets by 50% and that the pallet returns to its original 
position after earthquake shaking ends. A storage rack 
system was installed in the warehouse building at the 
Technical Research Institute of Okumura Corporation, 
and measures to prevent palletized loads from falling, 




This study carried out by first author under Okumura 
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EVALUATION OF THE DYNAMIC 
CHARACTERISTICS OF THE BASE-
ISOLATION SYSTEM ON THE ACTUAL 
BUILDING
舟木秀尊ー ーーーー ＊ 1 小山慶樹ー ーーーー ＊ 1





Base-isolated building, Natural rubber bearing, Steel bar damper, 
Static loading test, Free vibration test 
Hidetaka FUNAKIー ーーー ＊ 1 Yoshiki KOYAMAー ーーー ＊ 1
Satoshi YAMAGAMIー ーー ＊ 1
Free-vibration experiments and static loading experiments were 
conducted on a 30-year-old base-isolated building in order to evaluate 
and compare the measured horizontal stiffness of the base-isolation 
systems obtained from the two experiments. As a result, the horizontal 
stiffness results obtained from the free vibration experiment showed 
good agreement with the secant stiffness results obtained from the 
static loading experiment. This confirms the validity of evaluating the 
dynamic response of a building seismically isolated by means of natural 
rubber bearings and steel bar dampers in terms of mechanical properties 
observed in a static loading test.
*1	 ㈱奥村組　
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-vibration experiments and t ti  l i  e i ents  
conducted on a 30-year-old base-isolated building in order to evaluate and 
compare the measured horizontal stiffness of the base-isolation systems 
obtained from the two experiments. As a result, the horizontal stiffness 
results obtained from the free vibration experiment showed good 
agreement with the secant stiffness results obtained from the static 
loading experiment. This confirms the validity of evaluating the dynamic 
response of a building seismically isolated by means of natural rubber 
bearings and st el bar dampers in terms of mechanic l properties 




























対象とした免震建物は，茨城県つくば市内に建設され 1986 年 9
月に竣工した事務所ビル（奥村組技術研究所管理棟，評定番号 BCJ-
免 2，1985 年 11 月 14 日評定取得）である 8）。建物概要と免震装置




層は 7mm×14 層であり，ゴム総厚は 98mm である。また，1 次形状
係数は 17.1，2 次形状係数は 5.1 であり，ゴム材料のせん断弾性率
は 0.43N/mm2 である。鋼棒製ダンパーは，4 巻のループ状の鋼棒よ
りなる鋼製弾塑性ダンパーである。鋼棒の直径は 50mm，ループの
直径は 550mm であり，材質は S20C である。
本稿は日本建築学 大会学術講演会 11）において発表した内容を加筆・修正したものである。 
＊1 (株)奥村組 
（〒300-2612 茨城県つくば市大砂 387） 
＊1 Okumura Corporation 
 
写真 1 竣工後 30 年が経過した免震建物 
表 1 建物概要と免震装置 
項 目 諸 元 
構 造 
鉄筋コンクリート造 4 階 
基礎免震 
高 さ 15.5m 
建築面積 348.18m2 
延べ床面積 1,330.1m2 
軒 高 13.75m 
免震
装置
積層ゴム 天然ゴム系積層ゴムφ500×25 基 










した。載荷装置を図 2 に，載荷状況を写真 2 に示す。竣工時（1986



















変位の関係を図 3 に示す。ここでは竣工から 2 年後の 1988 年の実験
データを初期とした。実験値と併せて設計値を示しており，初期剛



























   2年目(1988年)
 19年目(2005年)
 30年目(2016年)














 図 3 荷重と変位の関係（ダンパーあり） 
図 4 各変位における割線剛性（ダンパーあり） 






















   2年目(1988年)
 19年目(2005年)
 30年目(2016年)
 写真 2 載荷状況 
加力位置 








サイクルを除く自由振動 10 回の繰り返しに要した時間は，2 年目の




ける免震装置の水平剛性を評価するために，図 6 のように 1/2 サイ
クルごとにおける周期と振幅を求め，各振幅（変位）における周期
をプロットしたものを図 7 に示す。この方法で求めた周期は，微小
振幅の範囲にばらつきが見られるものの，2 年目に対して 19 年目と
30 年目の経年による変化は殆ど見られない。 
ｃ．静的加力実験と自由振動実験による剛性の比較 








示す。竣工時に比べて 19 年目と 30 年目の積層ゴムの剛性は高くな
っている。竣工時から 19 年目にかけての剛性の変化に対して，19 年
目から 30 年目の変化が小さいことから，経年変化が鈍化していると
考えられる。図 9 の包絡線から求めた各変位における積層ゴムの割
線剛性を図 10 に示す。変位 60mm までは剛性が小さくなり，60mm 以
降は高くなっている。竣工時と 19 年目，および竣工時と 30 年目の
割線剛性の比を求めて，変位 0～100mm 間で平均すると，19 年目の
剛性は竣工時から 8.7%高くなったのに対し，30 年目では竣工時から
9.7%高くなった。 






















図 8 割線剛性の比較（ダンパーあり） 




















 図 9 荷重と変位の関係（ダンパーなし） 
 図 10 各変位における積層ゴムの割線剛性（ダンパーなし）
 図 5 変位の時刻歴波形（ダンパーあり） 

















   2年目(1988年)
 19年目(2005年)
 30年目(2016年)








                         自由振動  静的加力
  2年目(1988年)            　  
19年目(2005年)            　 





















図 6 周期と振幅の評価 
図 7 周期の変化（ダンパーあり） 




















18.48 秒に対して 19 年目では 17.83 秒となり，3.5%短くなった。そ
して今回 30 年目では 17.67 秒となり，竣工時から 4.4%短くなった。
建物質量は変わらないと仮定して積層ゴムの水平剛性の変化率を求




あり，19 年目と 30 年目の各振幅における周期は，竣工時から概ね
4%程度短くなっている。 
2016年 11月に積層ゴムのみの状態で初期変位を 10cm与えた自由
振動実験を繰り返し行った。8 日間で 1 日に 2～5 回，合計 29 回の
実験を行った。途中，静的加力実験を 7 回行っている。1 回の自由
振動実験による累積変形は約 1.9m であり，29 回の合計で約 55m と
なる。自由振動実験における 1 回目と 29 回目の時刻歴変位波形を重








対象は，積層ゴム 2 基と鋼棒製ダンパー12 基（全数）とした。 
4.2 積層ゴムの圧縮せん断実験 
積層ゴムの圧縮せん断実験は，鉛直荷重 1200kN を与えた状態で










性が製品検査における 29 基の平均値に近いものを使用した。 
圧縮せん断実験の状況を写真 4 に示す。また，竣工時(1986 年)と
図 12 各振幅における周期の変化 



































図 11 変位の時刻歴波形(自由振動実験) 
図 13 繰り返し前後での変位波形の比較 















   1回目
 29回目
写真 3 積層ゴムの入れ替え工事の状況 
写真 4 圧縮せん断実験の状況 
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30 年目(2017 年)の実験を比較して積層ゴムの水平荷重と変形の関


















取った 12 基（No.1～No.12：劣化あり）である。 
静的加力実験は，No.0～No.12 の全数（4 巻ループの試験体）を対










繰り返し回数を図 17 に示す。振幅±5cm における破断までの繰り返
















図 14 積層ゴムの水平荷重と変形（竣工時と 30 年目） 





























図 16 動的繰り返し加力（1 巻ループ試験体）の履歴特性
図 15 静的加力（4 巻ループ試験体）の履歴特性 









































a) 抜取品±50mm 加力時 b) 抜取品±200mm 加力時
写真 5 加力実験の状況 



























































































 空気中のφ400積層ゴム　  窒素中のゴム材料
＜経年時の剛性／竣工時の剛性＞







図 18 竣工時に対する経年時の剛性変化率 
［2018年 2月 7日原稿受理　2018年 4月 2日採用決定］
